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令和 8 年度 
事 業 計 画 書 

 
1. 政府所有米の貸付及び返還事業（公益目的事業 1） 

政府の決定に基づき、大規模かつ国際的な緊急食糧支援ニーズに円滑に対処する

ため、平成 10 年及び 11 年にインドネシアに合計 70 万トンの米、平成 12 年に WFP
（国連世界食糧計画）を通じて北朝鮮に 50 万トンの米が貸し付けられた。 

当初 10 年間は貸付料のみ、その後は元本と貸付料が返還・提供されており、令

和 8 年度も、この緊急食糧支援に係る事業を実施する。 
なお、返還・提供の最終年度は、インドネシアが令和 10 年度、WFP が令和 13

年度である。 
 
2. 調査・統計・資料収集事業（公益目的事業 2） 

（国庫補助事業） 
  企画競争等を通じて、国から補助事業を獲得して事業を実施する。 

 
（受託事業等）                     注：（  ）は委託元 

(1) 政府関係機関等受託事業 
  企画競争等を通じて、下記の事業を単独又は民間企業と共同して、独立行政法

人国際協力機構（JICA）等から受託し、実施する。 
① ガーナ国稲作生産性向上プロジェクト（コメ種子生産）（JICA） 

優良な保証種子（CS）を使用したコメの生産性と質の向上 
② ネパール国種子生産・供給・品質管理システム強化プロジェクト(同上) 

主要穀物種子の生産・供給・品質管理システム強化に必要な技術支援等 
[日本工営（株）及び（株）VSOC との JV] 

  ③ モンゴル国市場志向型の養蜂振興プロジェクト（草の根技術協力事業フェー

ズ３）（同上） 
養蜂家の市場対応力の向上と、ハチミツの販売拡大支援等 

④ 事業評価事務支援業務 (同上) 
JICA 本部内で、事業評価業務に係る各種会議運営、資料作成、情報の収

集・加工・分析等の業務 
⑤ JRA 畜産振興事業「次世代の養蜂人材育成のための研修事業」（JRA） 

     養蜂産業を支える次世代の人材育成のための高校生向け国内・海外研修 
  ⑥ ガーナ国稲種子生産向上計画 無償資金協力事業（ガーナ国政府） 
     種子生産圃場用機械や種子乾燥・選別・貯蔵・検査関連機材等の整備を行

う無償資金協力[国際航業（株）との JV] 
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  ⑦ カンボジア国トンレサップ湖西部水田における広域的水田水管理システムの

確立による温室効果ガス排出削減技術の開発と社会実装（国際農林水産業研

究センター（JIRCAS）） 
科学技術振興機構(JST)の地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム 

（SATREPS）の一環として行われている同事業に協力する。 
  ⑧ その他新規事業 

(2) その他受託事業等 
国、独立行政法人等から業務を受託した民間企業等から委託等を受け実施する。 

① （一社）海外農業開発コンサルタンツ協会からの受託事業 
ア アジアモンスーン地域の農業農村開発を通じた気候変動対策推進事業

（低・中所得国型） 
   ベトナムにおける農業農村開発を通じた気候変動への適応策及び緩和の 

現地実証 
イ 海外技術協力促進検討事業（グローバルサウスの農業水利施設維持管理手

法構築支援） 
   ネパールにおける現地に適した農業水利施設の維持管理手法の構築 
ウ 日・ASEAN 統合基金（JAIF）事業「Capacity Building for Irrigation 

Asset Management in the CLMV Countries」 
   CLMV 諸国における農業水利施設の管理に係る能力開発 

② その他新規事業 
 
（自主事業） 
  当協会として次のような自主的取組みを行う。 

(1) 情報誌「国際農林業協力」の発行（年２回） 
  国際農林業協力、世界の食料問題及び途上国の農林業に関する論文・記事を

掲載した学術情報誌を発行する。 
  (2)「JAICAF Newsletter」の公表（不定期） 

 当協会の活動報告や活動対象国の紹介などのほか、穀物需給等の最近の世界の

農業・食料をめぐる動向、FAO の動き等の情報を web 上で提供する。 
(3) FAO 寄託図書館の運営 

FAO 本部が web 上で提供している資料・統計（FAOSTAT ほか）のレファレ

ンスサービス、出張講習会等を中心に運営する。 

3. 飢餓撲滅のための募金、キャンペーン事業（公益目的事業 3） 
開発途上国の小規模農家が農業資機材を購入する際の補助や国際機関、NGO

等が国内で実施する飢餓・食料問題の啓発活動の支援等に充てるための Food for 
All 募金事業を実施する。 


